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要旨：高強度レディーミクストコンクリートの実用化を目的に，製造システムの確立と

実構造物を模擬した試験体の強度特性を把握した。さらに，同種コンクリートの実用化

に向けての問題点を抽出し，その対策を講じた。上記の製造システムはシリカフューム

を混入した高強度コンクリートを対象としたものであり，同種コンクリートの安定的製

造が確認された。また，高強度コンクリートのかかえる流動性低下や自己収縮増大とい

う問題を，遅延剤と水和熱抑制剤を用いることで改善した。 
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 1. はじめに 

 近年，都市部を中心に超高層建築物の建設が

盛んに行われている。要求されるコンクリート

の設計基準強度は 100N/mm2 以上にも達して

おり，当該コンクリートの製造や物性評価が行

われている。高強度コンクリートは，温度履歴

を受ける構造体コンクリートの強度発現を把握

することが重要である。これは，高強度コンク

リートが所要の強度を得るために多量の結合材

を必要とし，一般のマスコンクリート以上の温

度履歴を受けることにより，材齢の経過に伴う

強度増進が標準養生の場合と比較してかなり鈍

るためである。そのために，実際の構造体コン

クリートを模擬した供試体において強度を測定

した上で，調･配合設計にフィードバックしてい

る。さらには，JIS に適合しない高強度コンク

リートを建築物に使用する場合には，国土交通

大臣の認定を得ることが必要である。その認定

には，実際の構造体コンクリートを模擬した部

材のコア供試体またはこれに類する供試体の圧

縮強度と設計基準強度の関係が求められており，

所要の構造体コンクリート強度を満足するため

の調・配合設計を明確に示さなければならない。

そのため，上述の供試体の実験結果に基づき，

合理的な調･配合設計を確立する必要がある。ま

た，設計基準強度が 100N/mm2 近傍のコンクリ

ートには，フレッシュ性状の改善などを目的と

してシリカフュームを用いる場合が多く，同種

のコンクリートについては製造面から綿密な検

討を加え，安定的な供給が求められている。一

方，高強度コンクリートの物性面においては，

流動性保持や初期ひび割れ抑制対策が不可欠と

なる。 
 本研究では，高強度レディーミクストコンク

リートの実用化を目的に，製造面から物性に至

るまでを実験的に検討した。シリカフュームス

ラリー化システムを実際のレディーミクストコ

ンクリート工場に設置して，その稼動状況を確

認した。また，実規模試験体を作製した上で，

温度履歴を受ける構造体コンクリートの強度発

現を確認し，調･配合設計方法を裏付けるデータ

の収集，整理を行った。さらに，流動性保持や

自己収縮低減について検討した。 
 

2. 試験概要 
2.1 使用材料およびコンクリート調･配合 
セメントは低熱ポルトランドセメント(以下，

低熱セメント )を使用した。設計基準強度が
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100N/mm2近傍を目標としたコンクリートには

シリカフュームを使用した。シリカフュームは

セメントの重量に対して 10％置換とし，50％濃

度のスラリーで使用した。その他使用した材料

を表－１に，コンクリートの調･配合を表－２

に示す。コンクリートのフレッシュ性状は練上

がり直後のスランプフローが 65～80cm となる

ように高性能 AE 減水剤の量で調整した。なお， 

本試験は長期にわたるため，各材料は試験によ

って大きな品質に変動がないことを確認してお

り，表－１中の数値はロット毎の平均値である。 

 

表－１ 使用材料 

材料 銘柄および産地 

ｾﾒﾝﾄ 低熱ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ（密度:3.24 g/cm3) 

混和材 ｼﾘｶﾌｭｰﾑ（密度:2.20 g/cm3） 

君津産山砂（密度:2.58 g/cm3） 
細骨材 

鳥形山産石灰砕砂（密度:2.66 g/cm3） 

粗骨材 岩瀬産硬質砂岩（密度:2.65 g/cm3） 

ﾎﾟﾘｶﾙﾎﾞﾝ酸塩系高性能 AE 減水剤 

遅延剤（ｸﾞﾙｺﾝ酸ﾅﾄﾘｳﾑ） 混和剤 

水和熱抑制剤（加水分解性ﾀﾝﾆﾝ酸化合物）

 
表－２ コンクリート調･配合 

単位量（kg/m3） 
W/B 
(%) ｾﾒﾝﾄ 

ｼﾘｶﾌ

ｭｰﾑ 
水 山砂 砕砂 

粗骨

材 

34 471 --- 160 562 386 842 
30 534 --- 160 531 365 842 
26 616 --- 160 492 338 842 
24 526 58 140 521 356 837 
20 630 70 140 462 317 837 
16 787 88 140 374 255 837 

 
 2.2 試験方法 

(1)シリカフュームスラリー化システム構築 

 シリカフュームスラリー化システムは，シリ

カフュームスラリーの製造，貯蔵および濃度管

理の設備を有したものである（図－１参照）。

同システム構築においては，まず初めに濃度管

理を担うセンサーの評価試験を行った。このセ

ンサーはγ線式密度計であり，測定対象となる

物質に放射線を照射させ，線源から検出部に至

るまでの放射線の減衰によって物質の密度を測

定するものである。今回はこの密度計を配管途

中に設置し，管内を流れるスラリーに放射線を

照射させた場合の減衰比とスラリー濃度の関係

を求めることによって，濃度計としての適用性

を評価した。次に，貯蔵タンクから圧送される

スラリー濃度の均一性を確認するため，配管途

中よりスラリーを採取し，JIS A 6207 付属書 1
の固形分の定量方法に準じて各試料の濃度を測

定した。最終的にはシステムを稼動し，シリカ

フューム混入高強度コンクリートを製造し，そ

れに要する時間やコンクリートの性状から安定

的製造の可否を判断した。 

原材料

ポンプ

γ線密度計

計量制御盤

生コンミキサ

混練水

計量槽

水
シリカ
フｭーム

図－１ シリカフュームス

ス リー 
時貯留ビン 

 
(2)強度特性の確認 

 本試験で作製した実規模試

体であり，型枠には木製合板

体上面と底面には厚さ 20cm
試験体上下方向の熱移動を

状構造物を模擬した。コンク

を設置した実機プラントで製

車で運搬後，直接型枠内に打

ちに熱電対によって温度を計

脱型の時点でこれを終了した

91 日で試験体よりコアを採

標準養生供試体強度とコア強

れら試験は，環境温度の変化

打設時の気温が 10℃(冬期)
(夏期)程度となる3つの時期

これらを既往の報告 1)に沿っ
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験体は 1m の立方

を使用した。試験

の断熱材を設置し，

おさえ，1m 角の柱

リートはシステム

造し，アジテート

設した。打設後直

測し，材齢 7 日の

。その後，材齢 28，
取し，別途作製した

度を比較した。こ

を把握するため，

，20℃(標準期)，30℃
に行った。さらに，

て整理した。 



(3)流動性保持の確認 

 流動性保持は，まず室内におけるスランプフ

ローの経時変化によって確認した。表－２に示

したコンクリートは何れも流動性のスランプフ

ローの変化が大きく。これを改善するために微

量の遅延剤（グルコン酸ナトリウム）を添加し

た。この添加率は結合材に対して 0.015～
0.03％とした。室内（静置）において，遅延剤

の効果が確認された後，実機製造においての確

認も行った（アジテート攪拌）。 
(4)自己収縮低減方法の検討 

 自己収縮低減には遅延剤（グルコン酸ナトリ

ウム）と水和熱抑制剤 2)（加水分解性タンニン

酸化合物）を用いた。対象としたコンクリート

は表－２中の W/B=20％のケースとした。それ

ぞれの添加率は予備実験の結果を踏まえ，結合

材に対して遅延剤を 0.0625％，水和熱抑制剤を

0.5％とした。さらに低減のメカニズムを考察す

るため，水和収縮率と細孔径分布を調べた。な

お，自己収縮ひずみ，水和収縮率の測定方法は

日本コンクリート工学協会発行の自己収縮研究

委員会報告書に従って行った。細孔径分布は水

銀圧入ポロシメータ（測定範囲：40μm～2ｎm）

により測定した。 
 
 3. 試験結果 

 3.1 スラリー化システム動作確認 

図－２ 減衰比とスラリー濃度の関係 

シリカフュームスラリー濃度とγ線式密度計

の減衰比（線源放射 I0[cps]，検出部放射 I とし

た場合の ln(I/I0)）の関係を図－２に示す。図－

２より，両者には良好な相関関係があり，濃度

センサーとして，適用可能であると思われる。

次に，貯蔵タンクから圧送されるスラリー濃度

の均一性を確認した。その結果を表－３に示す。 
 

表－３ 採取したスラリー濃度 

測定回数 濃度

(%) 
平均 
(%) 

標準偏差 
(%) 

1 49.1   
2 50.4   
3 48.7 49.7 0.66 
4 50.3   
5 49.8   

 
 表－３より，スラリー濃度の変動は小さく，

JIS A 6207(コンクリート用シリカフューム)の
固形分規格値内（±4％以内）に十分収まって

いることが分かる。これまでの結果より，シス

テムの各機能は製造に関して問題のないことが

確認された。よって，システムを稼動させ表－

２中 W/B=20％のコンクリートを 3 度にわたり

製造した。何れも材料投入から排出までに要す

る時間は約 4 分であり，高性能 AE 減水剤添加

率は結合材に対して 1.7％であった。各回にお

けるコンクリートのフレッシュ性状および圧縮

強度を表－４に示す。 
 

表－４ フレッシュ性状および強度 

-0.39 -0.38 -0.37 -0.36 -0.35 -0.34 -0.33

30

40

50

60 ｙ＝-528.65ｘ－145.42

R2=0.9992

ス
ラ

リ
ー

濃
度

：ｙ
（
％

）

ln(I/I
0
)：ｘ

圧縮強度（N/mm2） 回

数 

ｽﾗﾝﾌﾟ 
ﾌﾛｰ 
(cm) 

50cm
ﾌﾛｰ時

間(秒) 

空気

量 
(%) 7 日 28 日 91 日 

1 68×66 9.3 1.9 85.3 121 141 
2 70×70 8.7 1.2 88.0 125 149 
3 69×69 7.1 1.8 87.5 119 138 

 
 表－４より，各回ともフレッシュ性状および

圧縮強度ともに変動は小さいことが分かる。よ

って，シリカフュームスラリー化システムを採

用することで，高強度コンクリートの安定的な

製造の目処がついた。 
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 3.2 強度特性の確認 

標準養生供試体および

コア供試体の圧縮強度試

験結果を図－３に示す。

標準期，夏期では，材齢

28 日の時点では標準養

生供試体強度とコア強度

の差はそれほど大きくは

ないが，材齢が経つごと

にその差は大きくなって

いる。冬期では打設後の

温度上昇量が小さく（18
～28℃），外気温も低い

ため，同一材齢で比較し

た場合，標準養生強度に

比べてコア強度は小さくなっている。その差は

40N/mm2 に及ぶものが存在する（W/B=16％の

場合）。 

34% 30% 26% 24% 20% 16%
0

20

40

60

80

100

120

140

160

180
標準

圧
縮

強
度

(N
/
m

m
2
)

　標準養生
 3day
 7day
 28day
 56day
 91day
 365day

34% 30% 26% 24% 20% 16%

夏

図－３　圧縮強度試験結果

水結合材比 

34% 30% 26% 24% 20% 16%

冬

　コア
 28day
 91day
 365day

今回の試験によって，標準養生供試体強度と

実規模試験体より採取したコア強度の結果が得

られた。序文で述べたように JIS 規格外の高強

度コンクリートの使用申請にあたっては，これ

らデータを蓄積し，調･配合設計法を明確にしな

ければならない。そこで，既往の報告 1)にそっ

て，これまでの結果を整理した。その結果を表

－５に示す。表－５中における mF は標準養生

供試体強度，nF はコア強度を示している。こ

の手法 1)は，本来管理すべき構造体コンクリー

ト強度を，標準養生供試体強度を基準に管理で

きるように，それらの差（mSn：S 値）を明ら

かにし，設計基準強度に割増すことによって調･

配合強度を定めるものである。ここで取り上げ

た手法 1)では S 値を式(1)により求めている。 

)1(･
0.2Am-1.2An
AmBn-AnBm+Fq

0.2Am-1.2An
An)-1.2(Am=mSn

表－５ 調･配合設計一覧表 
mF=Am(B/W)+Bm nF=An(B/W)+Bn 

条件 
打設 
時期 

Fq 
(N/mm2) Am Bm An Bn 

mSn 
(N/mm2) 

mF 
(N/mm2) 

W/B 
(％) 

標準 

60 
70 
80 
90 

100 

25.2 
25.2 
15.1 
15.1 
15.1 

4.71 
4.71 
53.8 
53.8 
53.8 

18.9 
18.9 
21.0 
21.0 
21.0 

36.2 
36.2 
24.9 
24.9 
24.9 

-21.0 
-16.7 
8.45 
5.26 
2.07 

72.0 
84.0 
106 
114 
122 

37.5 
31.8 
28.9 
25.1 
22.1 

夏 

60 
70 
80 
90 

100 

26.4 
26.4 
17.6 
17.6 
17.6 

-3.32 
-3.32 
26.0 
26.0 
26.0 

17.6 
17.6 
16.7 
16.7 
16.7 

29.3 
29.3 
32.6 
32.6 
32.6 

-12.5 
-5.86 
-3.22 
-2.56 
-1.91 

72.0 
84.0 
96.0 
108 
120 

38.4 
32.7 
25.1 
21.5 
18.7 

m=28 日 
n=91 日 

冬 

60 
70 
80 
90 

100 

16.7 
16.7 
16.2 
16.2 
16.2 

28.6 
28.6 
46.6 
46.6 
46.6 

16.6 
16.6 
12.3 
12.3 
12.3 

28.7 
28.7 
63.7 
63.7 
63.7 

0.16 
0.23 
-7.32 
-3.26 
0.80 

72.2 
84.3 
96.0 
108 
120 

38.3 
30.0 
32.8 
26.4 
22.1 

注１） Fq：60～70N/mm2では低熱ｾﾒﾝﾄﾍﾞｰｽ，80～100 ではｼﾘｶﾌｭｰﾑ混入の調合を基に算定。 
注２） mF=Fq+mSn+2σ，ただし，σ=0.1(Fq+mSn)。 
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ここに，m は標準養生供試体強度の管理材齢，

n は構造体コンクリートの管理材齢，A，B は

結合材水比と圧縮強度の関係における傾き，切

片，Fq は設計基準強度（N/mm2）を示してい

る。 

0 30 60 90
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40

50

60

70

80

 室内,遅延剤無
 室内,遅延剤0.015%
 室内,遅延剤0.03%
 実機,遅延剤無
 実機,遅延剤0.03%

W/B=20%
混和剤添加率B×1.7%

ス
ラ

ン
プ

フ
ロ

ー
（
c
m

）

経過時間（分）

 今回は，一例として m=28 日，n=91 日とし

て調･配合設計法を整理したが，ここで採用した

手法 1)は，任意の管理材齢における標準養生供

試体強度と実規模試験体のコア強度を実験的に

求めることによって，それに応じた調･配合設計

が可能となる。高強度コンクリートの実用化に

あたっては，本件で収集したような実験データ

が必須であり，さらに合理的かつ高精度な調･

配合設計を確立するためには温度による影響を

的確に捉えることが重要であると思われる。 

図－５ スランプフローの経時変化 

 3.3 流動性保持の確認 

 高強度コンクリートを使用する建築構造物に

おいては，十分な耐力を確保するため鉄筋の配

置も過密になると考えられ，施工においては所

定の流動性を満足していなければならない。そ

こで，今回対象としたコンクリートのスランプ

フローの経時変化を測定し，流動性保持を確認

するとともに，流動性保持性能改善の対策を検

討した。この対策は，流動性低下の原因はセメ

ント間隙質の初期水和によるもの 3)とし，これ

らの反応をコンクリートの運搬時間に相当する

間において抑制する目的として微量の遅延剤を

用いた。遅延剤は間隙質の反応を抑制するのに

効果的であり 4)，この分散性を高めるため，練

混ぜ水に遅延剤を溶解し使用した。スランプフ

ロー経時変化の測定結果を図－５に示す。 
 図－５より，室内および実機とも微量の遅延

剤を使用することによって，流動性保持性能が

改善された。なお，遅延剤の使用によって，凝

結の遅延，初期強度の低下等デメリットも挙げ

られるが，遅延剤を使用しないコンクリートの

凝結始発時間，材齢 1 日の圧縮強度がそれぞれ

7 時間 20 分，25.3N/mm2 であったのに対し，

遅延剤を 0.03%添加した場合では，8 時間 40
分，20.9N/mm2 であった。よって，若干の凝結

遅延や初期強度低下は生じるが，脱型時期を大

幅に遅らせるといったような弊害を引き起こす

ものでないことが分かった。この遅延剤の添加

率に関しては，0.1％まで増加させてみたが，こ

の域まで添加率を増加させると凝結時間は 10
時間程度遅延するため，流動性保持を目的とし

た場合は，図－５に示した添加率の範囲が妥当

と考えられる。 
 3.4 自己収縮低減方法の検討 

 高強度コンクリートは使用する結合材量が多

いため，自己収縮ひずみは大きくなると指摘さ

れている 5)。さらに，今回の試験のようにシリ

カフュームを結合材の一部として使用すること

で，その量が増大する 5)。前章で述べた流動性

保持性能の確保とともに高強度レディーミクス

トコンクリートの実用化にあたっては，自己収

縮ひずみの低減も一つの解決すべき問題として

捉え，ここでは，自己収縮低減方法について検

討した。今回は，自己収縮に影響を与える要因

の中で，初期の水和反応形態に着目し，クリン

カー鉱物の間隙質の反応抑制による自己収縮低

減を試みた。間隙質の反応を抑制するために，

遅延剤（以下，RTD）と水和熱抑制剤（以下，

HCA）を用い，それぞれを単独で使用した場合，

併用した場合について，両者とも未使用の場合

と比較した。この結果を図－６に示す。 

-1005-



0 5 10 15 20 25 30
-400

-350

-300

-250

-200

-150

-100

-50

0
 RTD,HCA未使用
 HCA使用
 RTD使用
 RTD,HCA併用

W/B=20%
混和剤添加率B×1.7%

自
己

収
縮

ひ
ず

み
（
×

1
0-

6 ）

材齢（日）

図－６ 自己収縮ひずみ測定結果 

0.1 1 10 100

0

2

4

6

8

10
 RTD,HCA未使用
 HCA使用
 RTD,HCA併用

W/B=20%
混和剤添加率B×1.7%

水
和

収
縮

率
（
％

）

材齢（時間）  
図－７ 水和収縮率測定結果 

 
図－６より，RTD，HCA 何れも使用しない

場合に比べ，前記両者の何れかを単独で使用し

た場合に自己収縮ひずみが小さくなった。さら

に両者を併用した場合には，より大きな低減効

果が得られた。図－７に示した水和収縮率の測

定結果から，材齢初期において RTD，HCA の

有無により水和収縮率の変化が認められ，同時

期における水和反応形態の変化が考えられる。

つまり，RTD と HCA を併用した場合，水和反

応による体積減少が大きな鉱物の反応が抑制さ

れたと思われる。この機構によって材齢初期で

急激に増加する自己収縮ひずみが低減されたも

のと推察される。更に，細孔径分布測定（材齢

7 日）から得られた全細孔量と平均細孔径を比

較すると，RTD と HCA を併用させた場合，

0.16ml/ml，20nm だったのに対し，両者未使用

の場合は 0.104ml/ml，14nm となり，空隙構造

がやや粗くなることが確認された。この空隙構

造の変化は，自己収縮の駆動力となる毛細管張

力を低減したものと推察される。 
 

4. まとめ 

 高強度レディーミクストコンクリートの実用

化を目的に検討した結果，以下の知見を得た。 
(1) シリカフュームスラリー化システムを稼動

させた場合，シリカフューム混入高強度コ

ンクリートの安定的製造が確認された。ま

た，同システム設置した実機プラントで製

造したコンクリートを使用し，標準養生供

試体強度と実規模試験体のコア強度の相違

を明らかにした。 
(2) 流動性保持確保，自己収縮ひずみの低減を

図り，高強度レディーミクストコンクリー

トの実用化に向けた問題点を改善した。 
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